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日本の人口転換の特徴 

I 日本の人口転換の国際的意義 

第 2 次大戦後において 1番早く人口転換を実現したのは日本である。この日本の人口転換

にはいくつかの特筆すべき点がある。 

第 1は西欧文化圏外の地域における初めての人口転換であるということである。それまで

の人口転換現象はすべて西欧文化圏の諸国において発生した。したがって，第 2 次大戦後の

日本におけるめざましい人口転換 一西欧諸国にはみられなかった出生率，死亡率の短期間

における激落ー に対しては当初疑間視された。統計上の誤りではないか,あるいはもし事

実だとすれば奇蹟であるか，ないしは西欧の経験とは異なった特徴をもった異例的なもので

はないかといった批判が行なわれ， 1960年代のアメリカの学界の話題となった？ 

第 2 は非西欧文化圏の日本において初めて人口転換が生じたという事実がもっている国際的

意義，特に同じく非西欧文化圏のアジア開発途上国にも同様な人口転換が期待されるのかど

うかという問題である。日本の人口転換は，非西欧文化圏で発生したものであるが，本質的

には西欧諸国における人口転換の繰り返しであるといえるかどうかについては問題がある。 

しかし近代化の過程の中での人口転換であるという意味では，西欧の経験の繰り返しである

としても，厳密にいうとそれは西欧の経験の繰り返しではなく，日本の近代化の特徴によっ

て条件づけられたものである執、いかえれば，日本人口の出生力変動の地盤となった経済， 

社会的変動は，日本の歴史的，文化的，ならびに技術的な諸要因によって条件づけられた特

徴をもっていたし，また出生力自体の低下の時期，速度ならびに水準も西欧のそれとは異な

っていたということである。 

しかし，日本の人口転換の国際的意義は極めて大きい。 

第 1の理由は，それまで西欧文化圏の諸国にしか経験されなかった現象が非西欧文化圏で

あるアジアの日本において生じたという事実である。このことは，人口転換という現象が非

西欧文化圏の社会においても発生する可能性のあることを示唆したものである。 

第 2 の理由は日本の人口転換という経験を通じて西欧と非西欧を文化史的に橋渡しさせる 

注 （1） 黒田俊夫：「日本人口の分析」 日本統計協会編集 統計報告書 6 一粒社 昭和43年，昭和 

45年（増補）i安川正彬：「改訂増補 人口の経済学」 青秋社 昭和42年 

(2) Paeuber .1. B.. Demographic Modernization : Continuities aid Transitions 

Demographi , Vol 3. Na 3 . 1966 ; Davis, K.. The Theory of Charge and Response 

in Modern Demographic History. Population Index . Vol 29.Nu4 October 1963. 
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という貢献を日本が果したことである。近代化という経済社会的変動の過程において,人

口転換が生ずるという現象は，西欧文化圏に限られたものでないこと，いいかえれば普遍的

な現象であることが立証された。 

第 3 の理由は,日本の人口転換の現象の波及効果である。当時まだ米軍の占領下にあった

琉球（沖縄県）にいち早く波及し，出生率，死亡率ともに日本の低水準に接近していった。 

次いで香港，シンガポール，台港，韓国へと波及していった。これらの地域は主として中国

文化圏地域であって，同じ文化圏に属する日本の顕著な人口現象が核となって他の同じ文化

圏の国や地域に波及していった。私はこれを人口学的波及効果とよんだ（3)(demographic 

spread effects)。このような波及効果は社会的，文化的類似性，歴史的・地理的関係の深さ, 

交通・通信等情報化の高度化による国際的交流関係の度合，あるいはその地域の人口の生活水

準上昇期待度や教育水準によって異なってくる。今日では,上述のような中国文化圏としての

性格の強い地域のみならず，その他東南アジアの諸国,さらに中央南アジアの印度,スリラ

ンカに人口転換の波及効果があらわれ始めている。 

最近における中南米のバルバドス，キューバ（17) ，ポルト・リコ，ウルガィ等が加前後

の低出生率を達成しているのは，アメリカあるいはョーロッパの低出生率の波及効果とみる

ことができよう。特にアメリカの低出生率を核とする人口転換の波及現象である。 

2 日本の人口転換とアジア諸国の人口転換 

日本の人口転換はどちらかといえば，西欧型のパターンであるといえよう。出生率低下開

始前の出生率水準は35前後であって，西欧のそれとほぼ同水準である。また，出生率低下を

対象とした人口政策を欠如しているこも西欧と同様である。日本人口の出生率低下をもたら

した人口学的行動（demographic behavior）は，西欧社会におけると同様に晩婚化，避妊， 

墜胎等のあらゆる人口学的反応をふくんでおり，ただ異なっているのは生涯未婚率（perm - 

anent celibacy）だけである伊生涯結婚しない者の割合は,日本では非常に低く, アジア諸

国と同様,有配偶率は非常に高かった。日本人口の結婚性向（propensity to marry）が西

欧とは異なっており，アジア的特徴をもっていることが注目されよう。 

rl二⑧ 黒田俊夫：「日本人口の分析」pp. 31-33. 

(4) Davis.Kingsley,The Theory of Change and Response in Modern Demographic 
History. Population Index ,XXIX. Na4 (October. 1963) . 345-366. 
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日本の人口転換の特徴 

前述のアジア諸国における人口転換の特徴は次の諸点にあり，日本とは異なっている。 

第 1は，強力な人口政策がこれらの諸国では採用されていたことである。日本においては

人口増加のための人口政策が戦時中に採用されたことはあるが，家族計画の推進等を中心と

した出生力抑制のための人口政策はなかったといってょい’）出生力転換（ fertility tra-

nsition) を促進するための強力な人口政策の実行は，西欧や日本の人口転換には全くなか

った次元のものである。その意味において，第 2次大戦後のこれらの開発途上国における出生

力転換は，日本のそれとは著しく異なったものであるといえよう。 

第 2 は，家族計画手段の画期的な進歩,発展が開発途上国の出生力コントロールに利用さ

れたことである。西欧のばあいも,また日本の戦前や戦後の初期においてもピルやI UDの

ような安全，確実な手段は存在しなかった。 

第 3 は，出生力抑制政策の開始前の出生率水準が，西欧や日本の出生力転換前のそれより

もはるかに高かったことである。西欧や日本での普通出生率はだいたい35-36といった水準

であったが，開発途上国では妬前後といった高水準であった。そのために，死亡率が先行低

下したばあいには自然増加率が 2 ％あるいは 3 ％といった異常な増加率をもたらすこととな

ったことは周知の通りである。先進国の人口転換過程において経験されたことのない人口の

爆発的増加はこのようにして生じたのである。 

西欧型ともみられる日本の人口転換は．以上のように多くの点においてアジアの開発途上

国の人口転換と異なっている。しかし，出生力低下の本質的要因という点からみると必ずし

も全く異なった次元の人口転換，いいかえれば西欧型の人口転換では説明できないものであ

るとはいえない。 

出生力低下は，多くの人々がなんらかの動機，理由によって，より少なく子供を持とうとす

る傾向が生れることによって生ずる。西欧型人口転換においては，近代化の過程の中で工業

化，都市化，教育水準の高度化・普及化，雇用形態の俸給生活者化の進行によって，少数

家族パターンが一般化し，その結果出生率が低下していった。いいかえれば，社会経済の大

きな変化の中での，人々の人口学的対応の結果であるといえよう。ところで，開発途上国で

は近代化の進展の以前に人口の異常な増加率が生じ，近代化自体の発展の阻害要因とさ

えなるに至った。その結果，このような人口増加率を抑制するために出生率の低下の必要性

が各国政府によって認識されるに至り，家族計画を中心とする出生抑制が積極的な政府改革

として展開されたのである。いいかえれば，国民自身は出生抑制の必要性をそれほど痛感し 

注 (5) Clpter 23 Japan. Mirru Muramatsu and Thshio Kuroda. Population Policy in 

tvel春うd Countries ,edited by Berrrd Berelson. A Population Couril Book McGrー 

aw一Hill Book Conpany. 1974. 704-732 
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ていないのに対し，政府の強力なキャンペーンと援助によって国民の認識が高まり，やがて

それが実行に移されるという過程をたどった。 

日本あるいは西欧の出生力低下とアジア開発途上国のそれとの基本的なちがいは，出生力

抑制の動機の発生のしかたである。日本のばあいには，第2 次大戦後の生活の窮乏という特

殊要因があったにしても．出生抑制は経済的，社会的変動という圧力のもたらした動機によ

って国民自身が出生力抑制という反応を示したのである。しかし，開発途上国の出生力抑制

の動機は政府から与えられたものであって，これに対し国民が反応を示すに至った。いいか

えれば出生力抑制の動機が社会経済的，環境的条件の変化によって生じたか，政府の政策の

影響によって生じたかの差異はあるが，結果において小家族制の国民的志向が生まれてきた

点では，いずれの場合も同様である。 

3 人口転換は普遍的なものでない 

かって Taeuber 博士が， 「現在の開発途上の諸国の人口転換は，ョーロッパ諸国や今日

近代化した太平洋諸国の経験のくり返しではありえない」(6）ことを指摘した如く画一的なも

のではない。古典的な人口転換論⑦の背景となったョーロッパ諸国においても人口転換は決

して秩序立った体系的な過程ではなかった。今日の開発途上国においても同様である。人口

転換論の第 2段階では死亡率の先行的低下が生じてその結果人口の激増が生じたといわれて

いるが，反対に出生率低下が死亡率に先行したばあいもあり，また死亡率の先行的低下が生

じたあと出生率低下がすぐには起きなかったばあいもある。経済成長を，工業化，都市化, 

家庭内生産から工場生産への転換であると解釈すると，このような経済成長は人口転換のため

の必要条件でも十分条件でもなかったといえる。しばしば誤って理解されているように， 

「経済開発は最善の家族計画である」 といった考えかたは誤りである。いわゆる古典的人口

転換理論は，経済開発すなわち経済発展の過程の中での人口動態の変化の諸段階を経験的に 

注（6） 前出，Taeuber, p 90 

(7） 特に 1950年代において，アメリカの Notestein,F, W, Coae, A, G,, arid Hoover, 

E,M，その他多くの人々によって発展せしめられた。 たとえば，Not est emn は出生率も死亡

率も高い国（hi帥 growth potentialの国），死亡率の低下が著しく出生率との差，すなわち

自然増加率が高い国（transitional growthの国），出生率,死亡率共に低水準に達し，時には出

生率が置換水準（replacement level)以下に低下しているような国 （incipient decline 

or "trarEition completed ”の国）に区分し，3 つの段階を想定した。 
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日本の人口転換の特徴 

設定したもので，人口動態の変化は副産物である。したがって，出生率が低下するためには

経済発展が前提条件となるという見解によれば，出生率低下のための政策は無意義であり， 

なによりもまず経済発展が重要であるという結論になる。 

今日ではたとえ十分な経済発展がなくとも効果的な家族計画政策によって出生率の低下が

可能であることの現象があらわれてきた。インドネシアのジャバ，インドのケララ州，スリ 

・ランカ，中国等におけるめざましい出生率低下などである。また，シンガポ ルのはげし

い出生率の低下は，同国における強力な出生力抑制政策と共に高度経済成長が出生率低下に 

好影響をもたらした事例である。経済成長の望ましいことはいうまでもなく,小規模家族制

選択への道を開くことになることはいうまでもない。タイにおける最近の注目すべき出生率

の低下も，政府の家族計画とめざましい経済成長の相乗効果といえよう。 

4 日本の人口転換 

日本の近代化は，徳川封建幕府の崩壊によって明治維新政府ができた 1868年に始まる。 

日本の国勢調査は 1920 年に始めて行なわれたが，ほぼこの時期に経済離陸（economic 

take off）を終えて成熟期に移行する体制の整えかけたともみることができる。いわゆる

近代的な population census は前述の如く 1920 年ではあるが，すでに 1871年に新しく

戸籍法を制定し，翌 1872 年に戸籍編成のために，各戸について人員を実際に調べる「検

戸」を行なった。1872年の戸籍制度の開設により,出生や死亡の人口動態総計制度が発足し

たわけであるが,この時期の前半と後半では完全性や正確性において大きなちがいがあり， 

したがって一貫した分析はこんな人である。 

総人口,年齢構造，人口動態について多くの専門家が推計を行なっている。これによって， 

日本の20年以前の人口転換についてその概略をのべておこう。 

近代化が始まった 1870年から今日に至る 1世紀余の期間における人口動態の変動は，第 

2 次大戦終了までの約70年間と第 2 次大戦後の約如年間の 2 期にまず区分することが便利で

ある。それは第 2 次大戦までの長期間は，死亡率の一方的低下傾向と出生率の低下がおくれ

て始まった出生率の傾向によって特徴づけられるからである。それはまた人口転換の第 2 段

階に類似している古典的理由にもよる。さらに第 2 次大戦後は，戦争による人口動態の著し

い混乱による複雑な変化を示しており，別個に検討することが適切である。 
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(1）人口転換の開始一 1870年から1940年代ー 

表 1 は 1870 年から第 2 次大戦の末期に至る約70年余の期間についての人口動態の変化を 

示したものである。 

表 1 近代化初期から第 2 次大戦に至る期間の人口動態率の推移 

期 間 出 生 率 (%) 
死亡率 (%c)コ自然増加率 (%G ) 

1870 - 	75 3 6. 3 3 1. 3 	 5. 0 

1875 ~ 80 36. 4 3 1. 3 	 5. 1 

1880 - 85 33. 9 2 8. 3 	 5. 6 

1885 ~ 90 3 3. 7 2 8. 1 	 5. 6 

1890 ~ 95 34.3 27.3 	 7. 0 

1895 -1900 36. 3 27.0 	 9. 3 

1900 - 	05 3 5. 2 24.2 	 11. 0 

1905 ~ 10 37. 0 2 5. 3 	 11. 8 

1910 - 	15 35. 6 2 2. 1 	 1 3. 5 

1915 - 	20 3 3. 2 22. 3 	 1 0. 9 

1920 - 25 35. 0 23. 0 	 12.0 

1925 ~ 30 34.0 19.8 	 1 4. 3 

1930 - 35 3 1. 8 1 8. 1 	 1 3. 6 

1935 ~ 40 2 9. 3 1 7. 4 	 11.9 

1940 - 	43 30. 7 16. 3 	 1 4. 4 

資料： 1870 年から 1920 年までは「明治維新以降大正 9 年に至る男女年齢別人口推計について」 

人口問題研究所研究資料第 145 号，昭和37年 2 月 1 日。 1920 年以降の統計は厚生省人口問

題研究所の計算による。 

この近代化の初期から経済の成熟化，近代先進国水準への飛躍的発展という長期間におけ

る人口動態の特徴は，死亡率の一方的な低下傾向の持続と出生率の低下の開始が著しくおくれ， 
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日本の人口転換の特徴 

ようやく 1910 年代において始まったこと，したがって自然増加率は19世紀の終り頃からそ

れまでの年率 0. 5 ％がI％を越えるに至ったことである。死亡率は近代化初期の30という高

水準が加世紀の初期には25，そして 1920 年代には加の関門を割り，この時期の終わりの 

1940 -娼年には16にまで低下した。この70年間に死亡率はほぼ半分に減少したことになる。 

他方，出生率は前述の如く35前後の高水準に停滞し， 1910年代からようやく低下の傾向

をみせ始めたものの，30前後の水準に達したのはやっと 1935年以降のことである。近代化

初期の36から30の水準に低下するのに加年以上を要している。もっとも 1940年代は戦争に

よる結婚・出産奨励政策によって出生率低下傾向は若干抑制された。表 1の 1935 1 39年の

出生率 29.3が 1940 お年には反対に僅かではあるが 30.7に上昇していることはこのような

人口増加政策も予想外に効果の少ないことを示唆している。しかし，いずれにしても戦争に

よって出生力転換（fertility transition）がおくらさせられることとなった。他方において， 

死亡率は依然として低下傾向が持続したため，自然増加率は高水準を維持した。 1920年代

の後半および 1940~ 43年には年率 1.4 ％という極めて高い増加率に達した。 

(2） 人口転換の完結一第 2次大戦後一 

第 2 次大戦は人口動態にはげしい変化をもたらした。それは 2 段階で生じた。第 1段階は

戦争の直接的影響として死亡の激増と出生の激減であり，したがって自然増加率も激落した。 

これは終戦前年の 1944年から終戦翌年の 1946年に至る 3年間に生じた。表 2 にみられる

如く，戦争の人口動態への影響は 1945年においてもっともきびしく，死亡率は出生率を上

回り，自然増加率はマイナスとなっている。 

第 2 段階は 1947年から 1949年に至る 3年間にみられた出生ブ ムである。出生激減か

ら出生激増への転換は，戦争終結にともなう海外から軍人，民間人の大量の引き揚げ，国内

の軍人の召集解除による家庭への復帰と結婚の増大によるものである。いいかえれば，それ

は戦争によって延期されていた大量の出生と結婚がこの時期に集中して行なわれた結果であ

る。 

戦前からの人口動態の変化すなわち出生率および死亡率の低下傾向は，戦争によって中断

されたが，死亡率は 1940~ 43年の16.3から 1947年の14.6に接続して再び低下傾向を開始

している。出生率も 1940~ 43年の30.7から 1950 年の28. 1に接続しており，その中断は死

亡率ではわずか 4 年，出生率でも 7年にすぎなかった。このようにして，人口動態の低下傾

向は，わずかの中断期間をおいて再び始まったが，それは西欧諸国の経験にみられない異例

的な早い速度のものであった。 
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死亡率は 1870年から今日に至るまで100年以上にわたって，大2 次大戦の極めてわずか

の期間を除いて，低下傾向を持続してきた。したがって,第2次大戦後の人口動態の変化に

ついては,出生率の変化を中心としてその特徴をあきらかにすることが適切であろう。 

第 2次大戦後の出生力転換は次の 5つの段階に区分することができる。第1段階は激落と

出生ブームをふくむ激動期（ 1945- 1949) ，第 2段階は激落期（ 1950- 1957) ，第 

3 段階は安定期（ 1957~1967) ，第 4段階は出生率微騰期（ 1968- 1973) ，第 5段

階は出生率の第 2次低下期（ 1974 ～現在）である。 

表 2 第 2 次大戦後現在に至る期間の人口動態の推移 

次 
	

出 
1 

]944 * 2 9. 2 

1945 米 2 3. 2 

1946 米 2 5. 3 

1947 3 4. 3 

1948 3 3. 5 

1949 33. 9 

1950 2 8. 1 

1951 2 5. 3 

1952 23. 4 

1953 2 1. 5 

1954 20. 0 

1955 19.4 

1956 1 8. 4 

1957 1 7. 2 

1958 1 8. 0 

1959 17. 5 

1960 1 7. 2 

1961 1 6. 9 

1962 1 7. 0 

1963 1 7. 3 

1964 1 7. 7 

1965 1 8. 6 

死 	亡 	率 自然増加率 

米 1 7. 4 11.8 

* 2 9. 2 - 6. 0 

* 1 7. 6 7. 7 

14. 6 1 9. 7 

11. 9 2 1. 6 

11. 6 21. 4 

10. 9 1 7. 2 

9. 9 1 5. 4 

8. 9 1 4. 4 

8. 9 1 2. 6 

8. 2 11. 9 

7. 8 11. 6 

8. 0 1 0. 4 

8. 3 8. 9 

7. 4 1 0. 5 

7. 4 1 0. 1 

7. 6 9. 6 

7. 4 9. 5 

7. 5 9. 5 

7. 0 1 0. 3 

6. 9 1 0. 7 

7. 1 11. 4 

-30ー 



日本の人口転換の特徴 

1966 1 3. 7 6. 8 7. 0 

1967 1 9. 3 6. 7 12. 6 

1968 1 8. 4 6. 8 11. 6 

1969 1 8. 5 6. 8 11. 7 

1970 1 8.8 6. 9 11. 9 

1971 1 9. 2 6. 6 1 2. 6 

1972 19. 3 6. 5 12. 8 

1973 1 9. 4 6. 6 1 2. 8 

1974 1 8. 6 6. 5 1 2. 	1 

1975 1 7. 1 6. 3 1 0. 8 

1976 1 6. 3 6. 3 10. 0 

1977 1 5. 5 6. 1 9. 4 

1978 1 4. 9 6. 1 8. 8 

1979 1 4. 2 6. 0 8. 2 

1980 1 3. 6 6. 2 7.4 

1981 1 3. 0 6. 	1 6. 9 

1982 1 2. 8 6. 0 6. 8 

1983 1 2. 7 6. 2 6. 5 

1984 米米 1 2. 5 米米 6, 2 6.3 

資料】厚生省「人口動態統計」による。 

米 は国連人口年鑑 1951年版による。これは日本側専門家の推計結果である。 

米米 は 1984年1月から10月までの報告を基礎として年換算された推計である。 

ここでは参考のため，戦争により多くの都市では人口動態統計記録の焼失，散逸により全

国記録を欠如している 1944 , 1945 , 1946の 3年次についての推計値をもあわせ示して

おいた 0 

第 1期は 1945年から 1949年の 5年間の激動期である。戦争終了時の 1945年には認と

いう低水準にまで低下したが， 1947年から 1949年の 3 年間には大量の引揚軍人，民間人

と軍人の復員による出生，結婚ブームによって出生率はいっきょに30以上の水準にまで急上

昇した。これは 1920年代のそれに対応する高水準である。この出生ブーム期は極めて短か

くわずか 3年で修了し，第 2期の出生力激落期につながる。アメリカ合衆国の出生ブームが 

1946年から 1964年に至る18年間の長期間であったのに対し，日本のばあいわずか 3年間 
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で修了したのは，両国の基本的に異なった経済的社会的事情によるものである。アメリカは戦勝

国として経済的繁栄を維持することができたのに対して，敗戦国の日本では経済力ならびに都

市のほとんどが破壊され，極端な窮乏状態に陥ったことによるものである。戦争終結にともな

う結婚ブームと家庭復帰は出生ブ ムをまきおこしたが，異常な食料不足は次の出生を徹底

的に抑制するもっとも重要な直接要因となった。一時的にしろ闇堕胎は急増したため，政府

は急速優生保護法（ 1948,Eugenic Protection Law ）を制定して，優生上の見地か

らの優生手術と受胎調節の指導の規定と共に特定の条件の下での医師の認定による人工妊娠

中絶をみとめた。 

このようにして，出生率は 1950年以降西欧諸国には例のない早い速度で低下する第 2段

階にはいった。 1950年にはいっきょに30の大台を割って路へ，そして 4年後の 1954年に

は20. 7年後の 1957年には17へとめざましい低下を示した。 1947年の34が10年間で17へ

と半減した。出生数も出生ブ ム期の年間約 270万人が 1957年には 150万人へと約120 万

人の減少を示した。 

第 3 段階は安定期で出生率17の水準が 1957年から 1967年までの約10年間続く。しかし， 

この安定期には丙午の年にあたる 1966年を中心とする前後 3年間の異常がふくまれている。 

60年に一回の丙午の年に生まれた女児は生涯不幸な運命にあうという迷信は，家族計画を利用

して出生を調整することを一般化した。その結果， 1960年の出生率は13.7という，当時ま

での日本の人口動態統計史上最低のものとなると同時に前年の 1965年の出生率を18.6，翌

年の 1967年の出生率を19.3と増大せしめた。特に， 1967年の19.3という高い出生率は， 

1966年の出生を避けて延期したものと考えられる。いずれにしても，このような出生率の

異常も，この 3 年間を平均すると出生率は17.2となり，この時期の水準に一致するため，こ

の擾乱期をもこの安定期にふくめることとした。 

第 4段階は 1968年以降 1973年に至る出生率の若干の反騰期である。これは戦後出生ブ 

ーム期の出生人口が結婚期に達したことによるもので，前期の17の出生率が19の水準にまで

増大している。 

第 5段階は．前段階末の19.4を頂点として着実な出生率低下が始まり」今日に及んでいる

第 2次出生率低下の時期である。表 2にみられるように，1974年以降毎年確実に低下傾向を

示してきた。最近では12の水準にまで低下しているが，これは西欧諸国と比較しても低いグ

ループに属する水準である。しかし，普通出生率でみても低下の速度は近年において鈍化し

ており，ほぼ限界に接近したことを示唆している。後にもふれるが合計特殊出生率（ total 

fertility rate）等でみるとすでに 1981年に最低に達し， 1982年， 1983 年と若干で 
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はあるが反騰の気配を示していることが注目される。 

(3） 生産力転換の要因 

出生力の転換が生じるためには，なによりもまず少ない子供数に対する期待，希望という

価値観の変化とそれを実行するための手段が利用可能であるということが必要である。さら 

に，出生率が当然に低くなるような外部的条件の影響も予想しなければならない。日本にお

いては 1920年頃から出生力転換が始まった。もっとも当時における出生力コントロ ルは

もっぱら大都市の知識階級に限られており，その低下もかんまんであったことはいうまでも

ない。 1920年から 1937年までの17年間に日本の出生率は36から31に 5 ポイント（14%) 

下がっている’）合計特殊出生率では 1920年の5.24から 1937年の4.36へと17％の低下を示

しており，実際の出生力は普通出生率以上に下がったことを示している。 

出生率に影響をもたらす典型的な外部条件は結婚の延期，すなわち晩婚化である。 1920 

年でのもっとも多い結婚年齢は20.6歳であったが, 1935年には22歳に高まっている。教育

年限の延長，大都市における女子人口の就業率の増大等はこの結婚年齢を引きあげることに

なる。結婚年齢が晩婚化すれば,再生産可能年齢に限界がある以上,妊娠にさらされる期間

は少なくなることによって，出生率は減少することになる。 

日本の戦前における家族計画はごく限られたものであったが，大都市の知識階級において

実行されていた。国民の全階層，全地域に普及したのは戦後においてである。堕胎は母体の

健康に有害であるとして， 1950年代の始め頃から政府も健全な家族計画の本格的な普及活

動を開始した。 

出生率の低下，すなわち出生抑制は前述の如く画期的な効果をあげたが，その多くは人工

妊娠中絶によるものであった。ある研究⑨によると 1955年頃の出生抑制に対する人工妊娠

中絶と受胎調節の割合は 7対 3 であった。しかし，政府の積極的な活動と国民の認識，理解

の増大にともなって，この割合は， 1960年頃には 5対 5 ，そして 1965年には 3 対 7と逆

転して受胎調節による出生抑制が圧倒的な割合を占めるに至った。 

このような出生率低下における手段としての人工妊娠中絶から家族計画への移行は．戦後

の窮迫した生活水準から次第に回復，上昇にともなう生活の安定と教育水準の向上によるも 

注 （8） この時期の出生率低下はかんまんなようではあるが，出生力転換の初期の段階としては決し

てかんまんなものではない。 イギリスの出生率は 1876年に低下を開始したが，同年の出生率

は36で， 1893年には31に低下しており，期間も水準も日本の場合と全く同じである（舘稔， 

黒田俊夫著『人口問題の知識』 （日経文庫）日本経済新聞社，昭不[154年 8版 108ページ

初版 昭和44年） 

(9） 出生抑制に関する統計資料（青木尚雄）人口問題研究所研究資料 181号， 1967年 
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のであるが，少子家族制は生活水準の上昇に平行して定着していった。 

受胎調節の現在実行率も 1955年にはなお33.6％であったが, 1965年には55.5%, 1975 

年には60.5％に増大した。前に実行したことがあるもの21.0％を加えると別％を越えることに

なり，実行したことがないものはわずかに13.2 ％になったP 

ここで重要なことは家族計画を実行する理由である。同じく前述の資料によって，その理

由をみると次の如き注目すべき変化がみられる。 1950年代では経済上の理由，つまり子供

を生めば生活がこんなんになる，というのがもっとも多かった。生活防衛意識である。しか

し，その後経済成長にともなって国民の生活水準が回復，向上するにともなって，家族計画

を実行する理由は,子供の教育という文化的欲求に変わってきた。子供の教育は，非常に金が

かかるため，少なく生んで十分な教育を与えてやりたいという動機である。 1970年代にはい

るとさらにその理由は変化し， 「子供の教育のため」 よりも 「母体の健康のため」の方が多

くなった。 

ここで重要なことは，小規模家族が社会の支配的なパターンに定着する過程において，そ

の動機は前述の如く変化しても，少産という行動基準はかんたんには変化しないということ

である。 

日本の人口転換はたしかに完結したといってよいであろう。出生率も人口千人あたり12 

の水準に停滞しそうだし，死亡率も（人口千人あたり）6の水準に横這いしており，自然増

加率は 0. 6 ％台にとどまっている。 

(4） 女子人口再生産率からみた出生力の動向 

人口の年齢構造の変化を除いた再生産率で日本人口の出生力の動向についてふれておこう。 

表 3 は女子人口の合計特殊出生率（total fertility rate), 総再生産率（gross reproduction 

rate)，純再生産率（net reproduc6on rate) について，戦前から今日までの推移を示した

ものである。 

注 ⑩ 毎日新聞社人口問題調査会『第17回全国家族計画世論調査報告書」資料第 114号 昭和59年 

8月 . (Summary of Seventeenth National Survey on Family Planning, 

The Population Problems Research Council , The Mainichi Newspapers. Tokyo 

Japan . August 1984) 
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表 3 日本人女子人口の諸再生産率 

年 次 
合計特殊 
出生率山 

総再生産率（2) 純再生産率（3) 
再生産残存率 
(3) 	- 	(2) 

(4) 

静止粗再生産率 
(1) 	十 	(3) 

(5) 

1920 5.24 2. 5 6 1. 59 0.62 3.30 

1925 5. 11 2. 5 1 1. 5 6 0.62 3.28 

1930 4. 7 1 2. 3 0 1. 5 2 0.66 3.10 

1937 4. 3 6 2. 1 3 1. 49 0.70 2.92 

1940 4. 11 2. 01 1.44 0.72 2.86 

1947 4.54 2. 21 1.72 0.78 2.65 

1950 3. 65 1.77 1. 5 1 0.85 2.42 

1955 2. 3 7 1. 1 5 1.06 0.92 2.24 

1960 2. 00 0.98 0. 9 2 0.95 2.18 

1961 1. 96 0. 9 5 0. 9 1 0.95 2.16 

1962 1.98 0.96 0. 92 0.96 2.16 

1963 2. 0 1 0.98 0. 94 0.96 2.14 

1964 2. 0 5 0. 9 9 0.96 0.96 2.14 

1965 2. 1 4 1.04 1. 0 1 0.97 2.12 

1966 1.58 0.76 0. 7 4 0.97 2.15 

1967 2. 2 3 1.08 1.05 0.97 2.12 

1968 2. 1 3 1.03 1. 00 0.97 2.13 

1969 2. 1 3 1.03 1.00 0.97 2.13 

1970 2. 1 4 1.03 1. 00 0.97 2.13 

1971 2. 1 6 1.04 1. 02 0.98 2.12 

1972 2. 1 4 1.04 1. 01 0.98 2.12 

1973 2. 1 4 1. 04 1. 01 0.98 2.11 

1974 2.05 0. 9 9 0. 97 0.98 2.11 

1975 1. 9 1 0. 9 3 0. 9 1 0.98 2.10 

1976 1.85 0. 90 0. 88 0.98 2.10 

1977 1. 80 0. 87 0. 86 0.98 2.10 

1978 1. 79 0. 87 0. 86 0.98 2.10 

1979 1. 77 0. 86 0. 85 0.99 2.09 

1980 1. 7 5 	0. 85 0.84 0.99 2.09 

1981 1. 7 4 	0. 85 0. 83 0.99 2.09 

1982 1. 77 0.86 0.85 0.99 2.09 

1983 1. 80 0.88 0.86 0.99 2.08 

資料 厚生省人口問題研究所の「人口統計資料集』 （昭和59年）および同研究所の計算（ 1983年分） 

による。 
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備考i合計特殊出生率とは, 1人の女子が一定の年齢別の特殊出生率（Specific birth rate) によっ

子供を産んで，一生涯を経過する間に，平均何人の男女の子供を産み残していくかを示したもの。 

総再生産率は，1人の女子が自分を置き代えるために，一生涯に何人の女児を産むかを表したもの。 

純再生産率は総再生産率に示された女児の中で母親に置き代わるまでに死亡する女児を差し引いた

もの。 

再生産残存率は，純再生産率を総再生率で割った割合であり，現在の死亡確率のもとで，再生産

過程の中で出生が死亡によって失われる程度を表したもの。静止粗再生産率は，純再生産率を 1と

するために必要な合計特殊出生率を表したものである。 

日本人の夫婦は 1975年以来平均して 2人未満の子供を産んでいることになる。特に, 

1978年以降は， 1.7人台に低下している。ここで注目すべき点は， 1981年の合計特殊出

生率1．翼を最低として，若干ではあるカゴ1982年には］.77, 1983年には 1.80 と増大してい

ることである。日本人口の出生力が低下の限界に達して，横這い状態にはいったのか,あるい

いは反謄傾向に転じたのか現状では明らかにすることはできない。しかし，日本人の人口転 

換が完結したことは確実であるが，今後どのような体系を創り出すかはこれからの研究課題

である。 

最後に，人口転換に関連して必然的に生じてくる年齢構造変動（筆者はこれを年齢構造転

換とよんでいる）に対する分析と対策の必要であることを強調しておきたい。 
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図1 明治以降第 2次大戦に至る期間の人口動態率の推移 

図2 戦後から現在に至る人口動態率の推移 
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第 2章 出生力の都市●農村格差と 

その縮小過程 

厚生省人口問題研究所人口資質部長 

阿 藤 誠 



出生力の都市・農村格差とその縮小過程 

1 問 
	

題 

近代西欧における人口の一大変化をモデル化した人口転換理論（demographic transー 

ition theory）においては，出生力転換（fertility transition)，すなわち伝統的高出生

力から低出生力への変化は社会の各階層で一様に起こるものではなく，社会の一部の階層か

ら始まり，それがしだいに他の階層に伝播していくと考えられた（1七っまり，出生力低下の

前提となる小家族規範（子供数が少ない方が望ましいという考え方）ならびに有効な出生抑

制手段は，まず初めに都市の中産階層に浸透し，それがしだいに都市の下層,農村へと普及

していくから，出生力転換の初期の段階では農村の出生力は都市のそれを大きく凌駕するが， 

そのような都市・農村の出生力格差は出生力転換の過程で徐々に縮小していくというのであ

る。 

このような出生力転換におけるいわゆる「伝播仮説（diffusion hypothesis) 」に対し

て，一部では，前転換期の農村社会でも夫婦出生力の有効な抑制方法は存在し，実際にも時

に応じて出生抑制が行われていた，つまり出生力抑制の考え方と手段はことさらに革新的 

(innovative）なものではないという説が唱えられたり，都市・農村の出生力格差は前転換

期から遍在したばかりか，出生力転換は都市・農村で同時に進行したことを示す事例（たと 

(2) 
えばスウェーデン）が出されたりしてきた、ー’。 

ところが最近になって，家族規模の制限（family limitation ) ，すなわち夫婦が子供の

数に応じて出生を抑制するという行動パターンは転換期以降に固有のもので前転換期には見 

一 ― .  
当たらないという研究が出てきたー。つまり前転換期にも意識的，無意識的な出生抑制は行 

われていたかもしれないが，これらは婚姻外の関係あるいは飢蝕時などの危機的状況におい 

注 (1) 代表例は， J. A. Banks, Prosperity and Parenthood, London, Routledge and 

Kegan Paul , 1954． 日本では本多龍雄「差別出産力について」厚生省人口問題研究所『人口

問題研究』第68号，昭和32年，1~ 13頁。 

(2) t:とえば, E. A. Wrigley, "Family Limitation in Pre-Industrial England," 

Economic History Review, Vol . 19, 1966. G6sta Carlsson, "The Decline of Fertili-

ty : innovation or adjustment process, Population Studies, Vol . 20, 1966, 

PP, 149一 174. 

(3) John Knodel , "Family Limitation and Fertility Transition : Evidence from 

the Age Pattern of Fertility in Europe and Asia ," Population Studies, Vol . 31, 

Na2 , July 1977, PP, 219-249. 
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て一時的に用いられたものか，あるいは授乳期間の延伸などによる出生間隔の調節であって， 

夫婦が最終的な子供数（家族規模）を抑制するという目的で行っていたことを示すものでは

ない，言い換えれば，前転換期の出生パターンは基本的には 「自然出生力（natural fer 

tility) 」の形をとっていたというのである。 この説がただちに 「伝播仮説」を裏付けるわ

けではないが，革新的行動パターン（この場合には家族規模制限）というものが通常農村よ

りはまず都市において受け入れられるものだとすれば， これは 「伝播仮説」のひとつの傍証

といえる。 

伝播仮説に関する議論は主としてョーロッパの出生力転換をめぐって行われてきたがI こ

の問題を非ョーロッパ世界において人口転換を成し遂げたほとんど唯一の国ともいえる日本

について検討してみるとどのようなことが言えるであろうか。以下本章では，日本における

都市・農村の出生力格差の推移を検討するがI 単に都市・農村の格差がどのように変わって

きたかをみるにとどめるのではなく，なぜ格差が生じ，その格差がなぜ変化していったのか

までも考えてみる必要がある。 それによってI わが国の出生力転換過程における伝播仮説の

妥当性を問うとともに，わが国の出生力転換とョーロッパ社会のそれとの類似点，相違点も

明らかになろう。 

2 わが国の出生力転換 

わが国の普通出生率（人口千人当たりの年間出生数）は，大正 9年（ 1920年）に人口動

態統計史上最高値（ 36.2 %0）を記録した後，戦前緩やかに低下し，昭和14年（ 1939年）に

は 26.6 %oに達した（図1)。戦後は，昭和22年からの 3年間，いわゆるベビーブームを経験

し，普通出生率は35%o前後を記録したが,昭和25年から一挙に低下に転じ，その後のわずか 

8年間に実に48彩低下して，昭和32年（ 1957年）には 17.2%0に達した。大正 9年から続い

た近代の出生率の低下は約40年間で一応終止符を打ったわけで，この時期をもって日本の出

生力転換期と呼ぶことができよう。 

日本の出生力転換は戦前と戦後の 2つの時期で大きく性格を異にする。戦前の出生率低下

は緩慢であり，戦後のそれは急激であった。戦前，戦後の普通出生率の低下をdecompositー 

ion 法を用いて比較分析した結果によれ（え年齢構造変化の影響を別として，戦前の出生率低

下の約 7割は有配偶率低下，残りの 3割が有配偶出生率の低下によって説明されることが分

かる。一方，戦後については, 逆に有配偶出生率の低下が 8割，有配偶率の低下が 2割を説 
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（資料）厚生省「人口動態統計」 

明する（4)。言い換えると，戦前の緩やかな出生率低下は主として有配偶率の低下，っまり晩

婚化のためであり，戦後の急激な出生率低下はもっぱら有配偶出生率の低下，つまり夫婦の

出生抑制によるのである。コール（A. Coale ）の比愉的表現を借りるならば，わが国の出

生力は戦前はマルサス的抑制（Maithusian control）が行われ，戦後になって新マルサス

的抑制（ne。ーMaithusian control）が浸透したということになろう（5)0 

明治，大正期, わが国の社会は,人口転換前の西欧諸国とは異なり， 「早婚と皆婚（ea ー 

nly and universal marriage)」が支配的であった。戦前の有配偶率の低下は早婚から晩

婚への変化によって生じたが，この晩婚化の一般的原因は経済発展にともなう工業化，都市

化，就学率の上昇に求めることができよう（6)。晩婚化の傾向は戦後も変わらず，わが国は今

日世界でも有数の晩婚国となっている。 

注（4）拙稿「わが国戦前，戦後の出生率低下の比較分析」 『人口問題研究所年報』第22号，昭和55年 

26-29頁 

(5) Ansley J Coale, "The Decline of Fertility in Europe from the French Revo-

lution to World War II," S. T. Berman, et al (ed), Fertility and Family Plann-

ing : A World View," University of Michigan Press, 1969. PP. 3-24. 

(6〕 晩婚化の原因について 詳しくはCarl Mosk, " Nuptiality in Meigi Japan," 

Journal of Social History, Vol. 13, Na3, 1980 PP. 474-489. 
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戦後の有配偶出生率急低下の直接的原因は，昭和24年に成立した優生保護法による人工妊

娠中絶の実質的自由化である。避妊は家族計画普及団体などの活動もあって漸次普及してい

ったものの，避妊の出生抑制効果が中絶のそれを上回ったのは昭和35年以降と推定されてい

る（7)。戦後わが国の夫婦が急速に出生抑制の手段を受け入れた背景には, 敗戦による生活水

準の極度の低下（ならびに戦前との比較からくる深刻な相対的窮乏感）がある。しかしなが

ら，明治，大正期以降の乳幼児死亡率の低下，工業化，都市化，教育水準の上昇などによっ

て，出生抑制を受け入れる素地はすでに戦前から存在したと考えるべきであろう（8)。このこ

とは昭和30年代に敗戦による混乱がおさまり, わが国経済が戦前の生活水準まで回復した後

も夫婦の出生抑制がますます浸透していったことからもうかがえる。 

3 都市・農村の出生力格差の推移 

都市・農村の出生力格差というものを考える場合ただちに問題となるのは都市の定義であ

る。 なぜなら，都市のイメージは国，時代により大いに異なるからで, このことが特に都市

の出生力の時代間比較, 国際比較を難しくする。わが国の場合，行政的に戦前から一貫して

使われているのは市部・郡部の区別であるが，この区分は，昭和28年の町村合併促進法の施

行による市域拡大等で，人口密度などからみて都市・農村の実態を必ずしも反映しない面が

出てきた。そこで総理府統計局は都市・農村の実勢をよりよく測定するために，昭和35年以

降人口集中地区（D I D: densely inhabited district ）・非人口集中地区（Non~DID) 

と呼ぶ統計概念を導入した（9)。われわれはデータの出所に応じてこのどちらの区分をも使用

することにする。 さらに，問題によっては，東京，大阪という 2大都市対その他の道府県と

いう形の比較を用いる場合もある。 

(1） 出生率の市部・郡部別の推移 

表 1は大正 9年から昭和55年に至る各回国勢調査年次の市部・郡部別人口割合，普通出生

率とその格差指数，同じく標準化出生率とその格差指数を示したものである。 

注（7） たとえば，本多竜雄「戦前戦後の夫婦出産力における出生抑制効果の分析」 『人口問題研究」 

第78号，昭和34年，I一19頁 

(8) Carl Mosk. " Tl 	Decline of Marital Fertility in Japan. Population 
Studies. Vol. 33. 1979, FP, 19-38. 

(9) DID人口については大友篤「日本都市人口分布論』大明堂 昭和54年。 
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出生力の都市・農村格差とその縮小過程 

表 1 日本の市部郡部別出生率の推移 

(1) (2) (3) 

年 次 市部人口 普 通 出 生 	率 間 接 標 準 化 出 生 率 

割合（%) 市 部 郡 部 格差指数 市 部 郡 部 格差指数 
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（注）間接標準化出生率は昭和 5 年の年齢別出生率を基準人口として用いる。 

格差指数は，郡部出生率の市部出生率に対する比。 

（資料）厚生省人口問題研究所『全国市部・郡部別標準化人口動態率』研究資料 186 号，昭和43年， 

昭平ロ45.-...55年の間接標準化出生率は筆者の算定による。 

まず都市人口割合の推移をみると，大正 9 年における日本の都市（市部）人口割合は20% 

未満で，現在の発展途上諸国以下の水準であったことが分かる。その後，市部人口割合は漸

増し，昭和15年には38％に達した。 

市部人口割合でみた戦後の都市化は急激で，早くも昭和30年には50％を超え，その後も不

断に伸び続け，昭和55年には全人口の 4 分の 3 に達した。人口集中地区人口割合でみると， 

戦後の都市化の進行はそれほど急ではないが，それでも昭和45年には54％に達し，遅くとも

この頃までにはわが国は完全な都市型社会に転換したことが分かる。 

都市化が進行するなかで，普通出生率は，戦後のベビーブーム期を除いて市部・郡部とも

に一貫して低下してきた。市部・郡部の普通出生率格差は大正 9 年が最大であったが，戦前

の郡部の低下率が市部のそれを大きく上回ったことから昭和15年にはやや格差が縮小した。 

戦後，昭平ロ22年から昭和30年までは市部の出生率低下が急激であったため格差は拡大気味で

あったが，その後は再び縮小に向かい，昭禾040年以降は逆に郡部の出生率が市部のそれを下

回る状態が続いている。 

市部・郡部別出生力格差の推移を普通出生率を用いてみる場合，たんに年齢別出生率の違 
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いばかりでなく，市部・郡部の年齢構造の違いが影響を及ぼすことが避けられない。そこで

両者の年齢構造変化の影響を除いて比較しようとしたのが間接標準化出生率である⑩。これ

をみると，戦前，市部の出生率は郡部並に低下したため，戦前の市部・郡部の出生力格差は 

1.5~ 1.6 とほとんど変化しなかった。したがって，前述の戦前における普通出生率の格差縮

小は市部における年齢構造変化が相対的にみて出生に有利に働いたために生じたものである

ことがわかる。 

戦後については間接標準化出生率でみても市部・郡部別出生率格差の一時的拡大と，その

後の縮小傾向が同じように読みとれるが，昭和40年以降に市部の普通出生率が郡部のそれを

上回ったのはI 市部の年齢構造が出生に有利に働いたためであり，年齢別出生率は市部・郡

部でほとんど差がなかったことが分かる。昭和30年代から40年代にかけて農村から都市へ青

年層が大量に移動したため，この時期，市部の普通出生率が押し上げられたのである。 

要約すれば，市部・郡部別のデータからみるかぎりI わが国の出生力転換の出発点とされ

る大正 9年には農村の出生力は都市のそれをかなり上回っていた。戦前は都市・農村でとも

に緩やかな出生力低下がみられたために，両者の格差は縮小しなかった。 しかるに，戦後は

都市の出生力低下が急で一時期両者の差が開いたものの，すぐに農村の出生力が都市並ある

いはそれ以上の速さで低下し, わが国が都市型社会に転換した時期には両者の格差はほとん

ど消滅したことが分かる。 

(2）都市・農村の出生力低下の人口学的要因 

日本全体としてみた場合，戦前の緩やかな出生率低下は主として有配偶率の低下，言い換

えれば晩婚化によるものであり，戦後の急激な出生率低下は主として有配出生率の低下，言

い換えれば夫婦出生力の抑制によるものであった。この点を，都市，農村別にみた場合，ど

のようなことが言えるのであろうか。 

いま，東京・大阪を大都市地域として一括し,残りの道府県を地域ブロックごとに一括す

る。各々のク、ソレープ毎に年齢構造を標準化した出生率（C B R')，年齢構造に加えて配偶関

係も標準化した出生率（C B R'）の 2通りの指標の平均値を昭和 5年,25年，35年の 3時点

について算出する。 その結果は図 2，表 2，表 3に示されている。CB飢ま年齢構造も配偶

関係も標準化した出生率指標であるから有配偶出生率の相対指標と考えることができる。そ

れに対して，CBR憶普通出生率の年齢構造を標準化しただけの指標であるから，有配偶率 

注 ⑩ わが国の人口動態統計では市部，郡部別の年令別出生デ タがすべてのセンサス年次につい

ては入手できないため,標準化直接法を開いて出生率の時系列比較をすることはできない。 
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図2 地域ブロック別標準化出生率の推移 

（年齢標準化出生率と年齢・配偶関係
標準化出生率との関係） 
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と有配偶出生率

の双方の影響を

受けると考える

ことができよう。 

したがってCB 

R乞 CBRをを

比較すれば有配

偶率の格差が出

生率格差に及ぽ

す影響を測定す

ることが可能と

なる。 

昭和 5年の年

齢標準化出生率 

(C BR'）は都

道府県別にみて

も東京と大阪が 

全国で最も低かったが，両者の平均値に対する各地域ブロックの平均値の比をみると，近畿

の 1.3 倍から北海道・東北の 1.8 倍にまでまたがっていた（表 2)。一方，年齢・配偶関係

標準化出生率（CBR ）をみると，東京・大阪との格差は全体として縮小するものの，関東， 

近畿，九州では年齢標準化出生率（ C B R’）の場合と差がみられない。このことは，東京・

大阪と関東，近畿，九州との間には有配偶率の差はあまりなく，出生率の格差はもっぱら有

配偶出生率によっていたということになる。それに対して，特に北海道・東北は有配偶出生

率も高いが有配偶率も高く,両者相侯って高い出生力をもたらしていたことが分かる。 

昭和 5年から25年の変化をみると（表 3) ，すべての地域において年齢，配偶関係標準化

出生率（CBf）の低下率はわずかであるのに，年齢標準化出生率（CBRI）の低下率は10 

~30％に達する。これは戦前の出生率低下の主要因がどの地域でも有配偶率の低下であった

ことをよく表している。とくに東京・大阪，九州の年齢・配偶関係標準化出生率（C B R") 

は逆にいくぶん上昇しているほどである。 

昭和25年について東京・大阪と他地域との格差をみると（表 2)，年齢標準化出生率（C 

B R'）では近畿のn 倍から北海道．東北の 1.6 倍にまたがり，年齢・配偶関係標準化出生 
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表 2 標準化出生率の地域格差の推移 

昭和 5 年 昭和 25 年 昭和 35 年 

配偶関係 配偶関係 配偶関係 

地 	 域 
年齢標準 

標 準化 
年齢標準 

標 準化 
年齢標準 

標 準化 
化出生率 化出生率 化出生率 

出 生率 出 生率 出 生率 

(C BR') (C B R") (C B R') (C B R") (C BR') (cBR'I(C BR) 

東京・大 阪 100 0
 
5
 4
 
d‘
っ
し
 
2
 
3
 
 

ー
 
ー
、I
 
1
 
1
 1一
 1
  

0
 
4
 
8
 4
 
3
 
7
 
5
 

 

100 100 100 100 

北海道・東北 180 158 133 131 112 

関 	‘ 	東 153 133 126 121 118 

中 	 部 

近 	 畿 

1馴 

126 

128 

lii 

117 

106 

118 

109 

109 

105 

中 	国・四 国 144 130 111 117 102 

九 	 州 140 148 133 135 103 

（注）関東，近畿からは各々東京．大阪を除いてある。 

（資料）厚生省人口問題研究所（『都道府県別標準化出生率』研究資料 167 号，昭和41年） 

表 3 戦前，戦後の地域ブロック別出生率低下率 

昭 和 5 	一 	25 年 昭 和 25 	- 	35 年 

地 	 域 
普 	通 

出 生率 

(C BR) 

年齢標準

化出生率 

(C BR') 

配偶関係

標 準化

出 生率 

(C B R") 

普 	通 

出 生率 

(CBR) 

年齢標準

化出生率 

(C BR') 

配偶関係 

標 準化 

出 生率 

(CBマ） 

東 京 ・ 大阪 

北海道・東北 

関 	 東 

中 	 部 

近 	 畿 

中 	国・四 国 

九 	 州 

11.4 

16.2 

15.8 

20.8 

18.0 

12.3 

a3 

152 

25.8 

25.9 

29.7 

26.1 

23.3 

10.2 

i 	7.8 

0.2 

8.3 

12.8 

7.3 

6.1 

△ 6.4 

28.8 

43.8 

39.2 

38.1 

34.9 

42A 

41.0 

35.4 

46.6 

41.5 

39.9 

35.8 

42.1 

41.2 

25.5 

37.2 

30.4 

30.6 

25.8 

31.8 

31.1 

（注）△は出生率が上昇したことを示す。 

（資料）表 2 に同じ。 

率（C B RM）では近畿の 1.l 倍から九州, 北海道・東北の 1.3 倍にまたがる。昭和 5 年と比

べると, どちらの指標についても格差が縮小したことが分かる。格差縮小は東京・大阪の年

齢・配偶関係標準化出生率（CBR与がやや上昇したことによるもので，九州との格差があ

まり変化しなかったのも，九州で年齢・配偶関係標準化出生率（CBRグ）が同じく上昇した

からである。 
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出生力の都市・農村格差とその縮小過程 

昭和25年から35年にかけては，すべての地域で年齢・配偶関係標準化出生率（CBr）が

大きく低下し, 年齢標準化出生率（C BR'）の低下率もほぼそれに等しかった（表3)。こ

れは, この時期の出生率急低下が，どの地域でも主として有配偶出生率の低下によるもので

あったことを示している。昭和35年における東京・大阪と各地方ブロックとの格差をみると 

（表2),年齢・配偶関係標準出生率（C B R ）の格差は 1.0. 1.2倍程度であり，有配偶出

生率の格差はこの時期にほぼ消滅したといってよい。年齢標準化出生率の格差については北

海道・東北と九州でやや高い（ 1.3 倍）が，前者はやや有配偶率が高い（つまりやや早婚の） 

ためであり，後者はやや有配偶出生率が高いためである。 

要約すれば，東京・大阪という二大産業センターの出生力と他の道府県のそれとを地域ブ

ロック毎にまとめて比較した結果，いずれの地域も全国の動向とほぼ一致した動きを示し， 

戦前は主として有配偶率の低下（すなわち晩婚化）によって出生率が低下し，戦後は有配偶

出生率の急低下（つまり夫婦出生力の抑制）で出生率が急落したことが見出された。 

(3）出産力調査からみた夫婦出生力の都市・農村格差 

夫婦の出生力は，出産力調査などのデータからえられる出生児数（children ever born) 

によって測ることもできる。有配偶の女性が再生産年齢期間の終わりまでに産んだ子供数を

完結出生児数（ completed fertility ）と呼ぶ。完結出生児数はこれまで用いてきた出生

力指標とは違ってコーホート出生力を測定する。 （出生）コーホート別の完結出生児数は各

々のコーホートの平均結婚年齢と無関係ではない。一般に夫婦の出生抑制が行き渉っていな

い人口では, 結婚年齢の遅れがコーホートの完結出生力にかなり大きな影響を及ぼす可能性

があるからである。 

表 4 は昭和25 35年,45年の国勢調査と厚生省人口問題研究所の第 7 次出産力調査（昭和 

52年）の結果を用いて，都市・農村別の完結出生児数の推移を示したものである。国勢調査

のデータは既婚女子についてのものであり，出産力調査のデータは初婚の有配偶女子につい

てのものという違いはあるが．都市・農村格差の推移をみるという観点からは問題は少ない。 

むしろ，昭和25年の50歳以上の既婚女子の出生児数では，古いコーホートほど記憶違い,記

憶漏れ等による過少申告（underenurneration ）の可能性があるという点に留意する必要が

ある0 

表によると，昭和10年以前に再生産過程を終えた夫婦（明治23年以前出生コーホート）の

平均出生児数は郡部で約 5.5 人，市部で 5人であり，格差は Ll倍であった。それに続く 3 

つのコーホートでは，郡部の平均出生児数がやや増加し，市部のそれがやや減ったため，市 
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表 4 日本の都市・農村別平均出生児数の推移 

AJ 

出 	生 

コ ―ホ― ト 
調査年次 

‘調査時の、 

、年 	齢ノ 

111 (2) 

市部 郡部 『
格
指

差

数
 

人口集中 

地 	区 

非人 口

集中地区 
格差指数 

明治23年以前 昭和25年 (60歳以上） 4.91 5.46 1
 
9
 
3
 
5
 
0
  

1
 l
 
2
 
2
 
2
 

 

ー
 
ー
 
ー
 1
 
 

1
'
  

明治24-28年 昭和25年 (55.-.59歳） 4.80 5.69 

明治27'-'33年 昭和25年 (50- 54歳） 4.63 5.70 

明治34-' 38年 昭和25年 (45-. 49歳） 4-55 5.68 

明治44～大正 4年 昭和35年 (45--49歳） 3.65 4-57 1.25 

大正10--' 111年 昭和45年 (45-49歳） 2.68 3.21 2.55 3.13 1.23 

昭和 3-. 7年 昭和52年 (45.-.49歳） 2.23 2.47 1.11 

昭和 8- 12年 昭和52年 (40-44歳） 2.07 2.36 1.14 

昭和13--17年 昭和52年 (35-.39歳） 2.01 2.24 1.07 

（注） 格差指数は，農村の平均出生児数と都市の平均出生児数に対する比。 

（資料）昭和25年，昭和35年，昭禾1145年は国勢調査の出産力特別集計による。昭禾1152年は厚生省人口 

問題研究所『第 7 次出産力調査』による。 

部・郡部格差が 1.3 倍まで拡がった。昭和35年に再生産過程を終えた夫婦（明治44～大正4 

年出生コーホート）では，農村の平均出生児数も約1人減少しているが都市のそれも同じ程

度減っているため，格差に変化はなかった。しかるに，それに続くコーホートにおいては, 

農村の平均出生児数の減少が都市のそれを上回り, 格差はしだいに縮小していった。戦後の

出生率急低下以後に結婚したコーホート（昭和 3 '-.7 年出生コーホート）からは格差も 1.1 

倍前後となり，最新のコーホートでは，都市，農村とも平均 2 児強の出生児数となっている 

(11) 

先に東京・大阪と他の道府県とを対照させて, 戦前，戦後の出生率低下における有配偶率

と有配偶出生率各々の変化の効果をみたが，そこでは有配偶出生率の格差は戦前やや縮小， 

戦後は顕著に縮小というパターンがみられた。しかるに完結出生児数を市部，郡部，あるい

は人口集中地区，非人口集中地区別で眺めると，戦前にほぼ出産を終えたコーホートではや

や格差が拡大気味で，戦後の出生急低下期に出産適齢期にあったコーホートでも格差は大き

く，格差が大きく縮小するのは戦後の出生急低下期が過ぎて結婚したコーホートからである。 

戦前の完結出生児数については，前述のデータ上の問題もあり, 格差が拡大したと言い切

ることは難しい。戦前の全般的な晩婚化傾向からみて，郡部でも平均出生児数が減少したと 

注 聞 これについて詳しくは拙稿「わが国出生力の社会的決定要因」 『人口問題研究』第 157号, 

昭和56年I月 1～郎頁。 
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項 	目 都市規模 昭和27年 昭和32年 1 昭和44年 I 昭和46年 昭和50年 

	

36.9 	46.2 	53.7 

	

32. 4 	} 41. 2 	. 
	61. 7

56. 6 

	

23.3 	38.9 	57.1 

	

55.1 	63.9 	76.5 

	

47. 9 	} 60. 2 	82. 2
77. 1 

	

36.5 	56.8 	78.2 

	

22.2 
	

40.2 

} 23.2 } 36.2 

	

15.3 
	

29.2 

避妊現在実行率 

避妊経験率 

中絶利用者割合 

66.9 
64.6 
62.6 
61.7 

85.7 
87.0 
85.4 
85.4 

41.0 
41.5 
43.7 
42.3 
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市
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村
 

市
市
市
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市

市
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村
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規
 
規
 

大
中
小
町
 

大

中
小

町
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中
小
町
 

出生力の都市・農村格差とその縮小過程 

考える方が妥当であろう。しかし，戦後の出生率急低下期に結婚,出産適齢期にあたったコ 

ーホートで格差が大きかった事実をみると，夫婦の少産パターンはやはり初めに都市に大き

く浸透していったのではないかと推測される。この解釈は，間接標準化出生率の市部・郡部

格差が出生率急低下期に一時拡大したという事実とも符号するように思われる。 

(4）出生抑制手段の普及率にみる都市・農村格差 

戦後の出生率急低下は有配偶出生率（夫婦出生力）の低下によってもたらされたのである

が，．これは言い換えれば夫婦の間に出生抑制行動が普及し子供数を希望の数に制限すること

が可能になったことを意味する。残念ながら, 戦前ならびに出生率急低下期における夫婦の

希望子供数あるいは予定子供数に関するデータが存在しないため, 子供数に関する意識が戦

前から戦後にかけてどのように変化してきたかを追跡することはできない(12)。しかしながら， 

夫婦の出生抑制行動に関しては, 幸いにして毎日新聞人口問題調査会が昭和27年以来ほぼ 2 

年ごとに調査を続けてきており，これによって都市，農村の出生抑制行動の普及率格差がど

のように推移したかを不十分ながらも知ることができる。 

表 5 日本における都市規模別避妊現在実行率，避妊経験率，中絶利用者割合の推移 
(%) 

（資料） 毎日新聞社人口問題調査会の各回家族計画に関する全国世論調査による。 
昭和27年（第 2回）,昭和32年（第 4 回），昭和44年（第10回）,昭和46年（第11回）. 
昭和50年（第13回）。 

注 助 最近の希望子供数あるいは予定子供数に関する分析としては，拙稿「現代日本における出生力

予測の可能性」 『人口問題研究』第 149号，昭和54年 1月16-31頁， 同「わが国最近の出生率低

下の分析」 『人口学研究』第 5号 1982年 17-24頁。 

-51- 



表 5は，この調査の全標本（対象者は50歳未満の有配偶女子）についての都市規模別人工

妊娠虫絶経験率と避妊現在実行率ならびに避任経験率の推移を示している。都市規模による

年齢構造の違いを標準化していないので断定的なことは言いにくいが，傾向は明白である。 

出生率が急低下するさなかの調査（昭和27年．昭和32年）においては, 大都市ほど中絶利用

者割合も避妊実行率も高かった。しかるに低出生率が定着した昭和44年，46年の調査では中

絶，避妊ともに都市規模別の普及率の格差はすっかりなくなっている。戦後，法的規制が緩

められた有効な出生抑制手段（とりわけ人工妊娠中絶）は，まず都市に普及したものの，短

時日のうちに農村へも浸透していき，都市・農村格差が急速に消えていったことが分かる。 

4 結 	論 

わが国の出生力転換のスタート時点とされる大正 9年の出生率を都市，農村で較べると， 

都市の出生率は農村のそれを大きく下回っている。その理由のひとつは都市の有配偶率が低

い（主として結婚年齢が高いことによる）ためであり, もうひとつは都市の有配偶出生率が

低いためであったと考えられる。このデータからみるかぎり，都市・農村の出生力格差は出

生力転換以前から存在したという説を支持するようであるが，大正9年以前について信頼で

きるデータがないため確かなことは言い難い。 

大正 9年以降第 2 次大戦までわが国の出生率は緩やかに低下した。その原因は主として有

配偶率低下，言い換えれば晩婚化によるもので，有配偶出生率の低下はそれほど大きくなか

った。これを都市・農村別にみると，いずれにおいても出生率の緩やかな低下がみられ，そ

の低下の理由はいずれにおいても有配偶率の低下が主であった。西欧の出生力転換とは異な

り,わが国の場合，晩婚化が出生力転換のひきがねになったことを忘れてはならない園。こ

の時期の早婚から晩婚への転換は都市，農村で同時的に進んだと考えられ, その限りで晩婚

パターンが都市から農村へ伝播したという仮説は成り立ちにくい。 

戦後は 3年間のベビーブームの直後に出生率は急低下，わずか10年足らずで先進国並の低 

注 UI) 西欧の出生力転換はもっばら有配偶出生率の低下によるもので，転換期には結婚パターンはほ

とんど変化しなかった。西欧社会では ,前転換期にすでに晩婚と高い生涯未婚率が支配的であり， 

有配偶率は低かった。これについては，John Hayr1 . " European Marriage Patterns 
in Perspective ". in D, E, C, Eversley , Population in History, Arnold, 1965, 

PP. 101-143. Ansley Goale, op cit. 
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出生力の都市・農村格差とその縮小過程 

水準に到達した。この戦後の出生力転換をもたらしたものは，何といっても人工妊娠中絶の

実質的自由化による夫婦出生力の抑制である。この時期，都市の出生率低下は農村のそれを

上回り，都市・農村間の格差は拡大した。しかし農村の出生率低下も急で，昭和40年代には

都市，農村の出生力格差はほとんど消滅した。この出生率急低下の一時期は，明らかに，合

法化された効率的出生抑制手段（とりわけ人工妊娠中絶）がまず都市に広く行き渉り，つい

でそれが農村にも浸透していくという形をとっており，西欧の出生力転換における 「伝播仮

説」 に符号するが，その伝播のプロセスがあまりにも短時日の間に終わってしまった点が特

徴的である。 

わが国の出生力転換がきわめて短期間に達成され，都市から農村への出生抑制の伝播のプ

ロセスもきわめて短期間であったという事実は，出生抑制の動機が都市，農村にかかわりな

く遍在し，最も効率的な出生抑制手段が全国的に容易に入手できたということで説明されよ

う。 
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第 3章 死亡率の地域格差とその収縮 

都市と農村 

日本大学人口研究所教授 

小 林 和 正 



死亡率の地域格差とその収縮 

1 は じ め に 

最近の状況と比較すると．日本の国内における死亡率の地域差は． 1920 年代にはまだ非

常に大きいものであった。日本の死亡率の地域差を信頼性の高いデ タで比較できるのは 

1920年代以降の時代についてである。この章では， 1920 年代以降最近までの期間につい

て，日本の死亡率の地域差の変遷のあらましを述べるものである。データとしては，主とし

て府県別デ タを用いる。死亡率の指標としては，死亡率の全体的な（年齢を一括した）水

準を示す指標を主として用い，そのほかに，年齢別死亡率も必要に応じて用いる。全体的な水

準を示す死亡率指標としては，標準化死亡率（いろいろな年次や地域の男女年齢別死亡率を

一定の男女年齢別人口によって標準化した死亡率で．男女年齢構成の差異に起因する死亡率

の差異を除去してあるので，異った年次や地域の死亡率水準の比較に便利である）を用いる

のも便利であるが，そのようにして求めた標準化死亡率の水準そのものは，別に現実的な意

味合いをもつものではない。それよりは，生命表の出生時の平均余命の数字の方が，一般に理

解しやすいと思われるので．この方を用いることにする。平均余命は，男女別に分かれてい

て，扱うのに繁雑であるので，出生性比を一率に男児105対女児100 と仮定して，これによ

って男女別の出生時平均余命を加重平均した男女一括の出生時平均余命を用いることにした。 

2 出生時平均余命の地域差 

(1) 1920 年代前半期 

1920 年代前半期の日本全国の出生時平均余命は，1921 -25年についての生命表田による

と 42.62 年（男 42.06 年．女 43.20 年）で．近年の日本人の出生時平均余命より翼年も短い

ものであった。同じ 1921～為年の 5年間について作成された府県別生命表②によると，男 

注（1）厚生省大臣官房統計情報部「第15回生命表」．東京‘ 1983 年。 

(2） 水島治夫『府県別生命表集：大正10年一昭和31年」，生命保険文化研究所，大阪， 1961年。 
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女平均の出生時平均余命は，最高 48.29 年（宮崎県）から最低 36.60 年（石川県）まで幅広

く分布している？）変化係数は 6.19％で， 1980 年の 0.65%にくらべれば．バラソキがはるか

に大きかったことが分かる。 

．ー 一一 ‘ 	一一ー ,. 	一 一ー 一 一 ， 、，I  
各府県の都市化の程度を示す単一の指標として，第 1次産業比率…を用いることにした。 

この第I次産業比率と出生時平均余命との府県相関をグラフに示すと図 1のようになる。東 

図I 第」次産業比率と出生時平均余命（男女平均）との府県相関】第1次産業比率1920年，出生時平

均余命1921- 25年 

7 大昂肝fリ！ 

北陸 3県 

I 	 ' 	 I 	， 	 ● 	 」 	 1  

10 	20 	30 	40 	50 	)0 	70 	i0彫 

京，神奈川．愛知，京都，大阪，兵庫，福岡の 7大都府県を除いた諸県は，第 1次産業比率

が，49 -75％の範囲にあって．この間に，出生時平均余命の色々なレベルの県がちらばって

いて，この部分に関する限りでは．第 1次産業比率と出生時平均余命との間には，相関はま

るで見出されない。図で破線で囲ってあるように．出生時平均余命の比較的高い県の大部分

は京都府以西で諸県で占められている。 

7大都府県の出生時平均余命は全国平均以下であり．このなかでも最も低い大阪府は，全

国で 4 番目．京都府は全国で 5番目に出生時平均余命が低い。このように．大都府県で死亡

率が高く．西日本の農村県で死亡率が低いのが．当時の顕著な特徴であった。第 1次産業比

率と出生時平均余命との単純相関係数は 0.294 で，僅かに順相関である。この特徴はその後

急速に崩れてゆく。 

注（3）戦後，沖縄県のデータを欠く時代があったから，その時期のものと比較のために,沖縄県は， 

すべての時期について除くことにした。変化係数の計算においても同じである。 

(4） 男女計就業者数のうち第 1次産業就業者数の割合。 
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死亡率の地域格差とその収縮 

なお，出生時平均余命の最下位の 3県は他の諸県からとび離れて低い。この 3県は福井， 

富山，石川（この順に低い）の北陸 3 県である。 

(2) 1930 年代前半期 

それから10年後の 1930 年代前半期（ 1931 -35年）になると，7大都府県の出生時平均 

入 入 

余命は，他県にくらべて相対的によく改善されているγ’1920年代前半では．7大都府県の 

出生時平均余命の府県順位が，福岡あ位，兵庫31位．愛知34位．京都37位，神奈川41位，東

京妃位，大阪娼位であったのが， 1931 -35年の生命表では，東京11位，神奈川19位，兵庫

麗位，京都郎位，愛知路位，福岡30位，大阪34位というように，全体的に 7大都府県の順位

はよくなっている。特に東京府の順位の改善は著しい。 （後の図 5参照）出生時平均余命の

伸び率を比較しても，東京は25.2％で府県第 1位であり，神奈川が22.9％で第 2 位．大阪が 

19.1％で第3位 京都が14.2％で第 6位という高い伸び率を示している。 

7大都府県以外は，図 2 に示すように，北陸 3県を除いて．大部分が出生時平均余命妬～ 

図 2 第1次産業比率と出生時平均余命（男女平均）との府県相関【第1次産業比率1930年，出生時平 

均余命1931- 35年 

年ー 
50 . 

ー 	 ’ 
I 

I 

~  
10 	20 	30 	如 	舶 	50 	70影 

第 1 次 産 業 比 率 

注（5） 注 2の資料による。府県別生命表は1931--- 35年について作られているが，この同じ 5年間につ

いての日本全国生命表は作られていない。 
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切年の範囲に集中するようになる。全府県の出生時平均余命の変化係数は4.74%で，10年前

の6.19％よりも縮小している。第 1次産業比率と出生時平均余命との相関は，図2をみても

直ちに分かるように．ほとんど存在しない。単純相関係数は0.03である。 

(3) 1950 年代 

1950年代半ばになると．日本全国の出生時平均余命は 65.62年（男 63.60年．女 67.75年） 

に達している。 1954 ～弱年について作成された府県別生命表によると’）出生時平均余命は， 

最高が東京の 67.09 年であり．最低が秋田の 61.93年である。変化係数は1.93％で， 1930 

年代前半の4.74%にくらべ，さらに縮小している。 

すでに述べたように， 1920年代から 1930年代にかけて，大都府県の出生時平均余命の

改善率が．農村県にくらべて一般に顕著であったが．図3をみても分かるように.7大都府 

図3 第I次産業比率と出生時平均余命（男女平均）との府県相関：第1次産業比率19弱年，出生時平

均余命195 4-.5昨 
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70 
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第 1 次 産 業 比 率 

県は．出生時平均余命において．府県中，かなり上位を占めるに至っており，特に，東京， 

神奈川は，それぞれ第 1位，第 2位を占めている。この7大都府県を除くと．出生時平均余

命と第 1次産業比率との相関は．余り存在しないように見えるが．7大都府県を含めた単純

相関係数は一 0.503 の逆相関を示す。 

北陸3県は，もはや最低の出生時平均余命の地域ではない。 

注（6） 同上の資料による。 
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死亡率の地域格差とその収縮 

(4) 1970年 

1970 年10月 1日国勢調査期日を中心とする 3年間について，府県別生命表のほかに，10 

大都市のひとつひとつについて．また，中小都市グループ，町村グループについての生命表 

, , 'L ー ‘  
が作られ．都市農村間の死亡率格差の研究に有用なデータが提供されたごそれによる男女平 

均の出生時平均余命の長短順に地域をならべると次のようになる（単位：年）。 

地 	域 	 男 	 女 	 男女平均 域
 

名 古 屋 市 

神 戸 市 

A non- I.lLノハ土米 人口30万以上の市／ト 

人口15万以上30万未満の市 

全 	国 

人口15万未満の市（北部）米米 

人口15万未満の市（南部） 

北 九 州 市 

大 阪 市 

町村（南部） 

町村（北部） 

71.11 76.16 73.57 

71.23 75.98 7355 

70.81 76.05 73.37 

71.20 75.57 73.33 

70.77 76.01 73.33 

70.48 76.18 73.26 

71.02 75.47 73.19 

70.42 75.70 73.00 

70.44 75.57 72.94 

70.10 75.35 72.66 

69.84 75.23 72.47 

69,75 

69.47 75.24 72.28 

69.24 75.08 72.09 

69.49 74.79 72.08 

68.93 75.01 71.90 

68.80 74.61 71.63 

崎
 

浜
 
都
 
幌
 
岡
 

京
 
古
 

川
 
東
 
横
 
京
 
札
 
福
 
名
 

川
 
崎
 
市
 

東
 
京
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区
 

横
 
浜
 
市
 

京
 
都
 
市
 

札
 
幌
 
市
 

福
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市
 

屋
 

市
 
区
 
市
 
市
 
市
 
市
 
市
 

米 指定都市（上表掲載の諸都市）を除く。 

米米 福井，岐阜，三重以北の地域・残余は南部。 

これをみて分かることは．北九州市と大阪市の例外を除くならば，出生時平均余命の長短

は，大都市，人口幻万以上のその他の都市，人口15万以上釦万未満の都市．人口15万未満の 

注 (7〕厚生省大臣官房統計情報部「第13回生命表」厚生統計協会，東京，1975年。 
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都市，町村という順にならんでいることである。第 1位の川崎市の 73.57 年と末位の町村 

（北部）の 71.63 年との開きは 2年に満たない僅かなものであるとはいえ，死亡率が都市に 

低く，農村部に高いという傾斜がよく示されている。 

(5) 1980 年 

1980 年生命表（8)による全国の出生時平均余命は 76.22年（男 73.57年．女 79.00年）で

ある。同年についての府県別生命表⑨によると．出生時平均余命の府県間のバラソキは，さ

らに縮小して変化係数の値は 0.65％となった（ 1970 年では 0.96%) 。出生時平均余命の最

高が神奈川県の 76.97年．最低が青森県の 74.81年で，その差は僅かに2.16年にしかすぎな

し、 

第 1次産業比率と出生時平均余命との間の府県相関係数は -0.5 23 で逆相関を示してい

る（図 4) 。 以上の 1980年までの観察で， 1920年代にみられた第 1次産業比率の低い

県ほど出生時平均余命が低い（死亡率が高い）という順相関の傾向から，第 1次産業比率の 

図 4 第1次産業比率と出生時平均余命（男女平均）との府県相関】1980年 

年 

出 78二大都府県 

生 77 I.‘．・声 	・ 
「76':"U . i'S 
均 75 

余 
74 

命 

千 
0 	lO 	20 	30% 

第 1 次産業比率 

低い県ほど出生時平均余命が高い（死亡率が低い）という逆相関の傾向に転換してきた経過 

の概略が示された。 

注 (8) 注 1の資料による。 

(9）厚生省大臣官房統計情報部「昭和55年地域別生命表」 「厚生の指標」第29巻第16号，昭和57年 

特別編集号,1982年。 
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死亡率の地域格差とその収縮 

3 出生時平均余命府県順位の変遷 

1920 年代から 1980年までの半世紀以上にわたる期間において，日本の死亡率は著しく

低下し，出生時平均余命は，男女平均で， 1921 -25年の 42.62年から 1980年の 76.22 年

まで 33.60 年も延長した。この期間に府県別の死亡率格差の縮小が顕著にみられたことは前

節で述べたとおりであるが，死亡率水準の府県順位がはげしく変化したこともまた 1つの特

徴的出来事であった。 

1921 -25年の府県別生命表で，出生時平均余命の長短順に，第 1位から第10位までをあ

げてみると，宮崎，長崎，鹿児島，長野．鳥取，熊本，和歌山．愛媛，岡山．高知の順で， 

長野を除けばすべて西日本の諸県であり，特に四国・九州が 6 県を占めている。 1980年の

府県別生命表で．これら10県のうち，出生時平均余命の府県順位第10位以内の県としては， 

岡山（ 2位）．長野（ 4 位），熊本（10位）がある。 

いま， 1921 -25年， 1931 -35年， 1954 ～弱年， 1970 年， 1980 年の 5 つの時期の

府県別生命表を用いて，出生時平均余命の府県順位の変遷をみてみると，岡山県の順位は， 

9位．9位．6位，2 位．2位と高位を維持し，しかも順位が改善されてきている。長野県

も 4位，1位，5位，9位．4 位とやはり高位を維持してきている。熊本県は 6位，6位． 

21位，路位，10位と， 1950 -70年あたりで順位が一時低下したが， 1980 年には第10位ま

で回復した。これらの 3 県に対し，鹿児島，長崎．高知，和歌山，宮崎の諸県の 1980 年に

おける順位は，それぞれ妬位，娼位．認位，37位，33位で．順位の低落が甚しい。愛媛県， 

鳥取県もそれぞれ16位．19位というレベルである。 

逆に 1921 -25年で出生時平均余命の低い方の10県をとってみると，最も低い方から，石

川，富山，福井の北陸 3 県が最低のグループであり．これに大阪．東京．神奈川の大都府県

がつづき，このあと青森，岩手．秋田の東北 3県がつづき，そして次に京都府という順であ

る。 1980 年の生命表では，北陸 3 県の順位はかなり上がっている。特に福井県は第 7 位で

あり．石川県は加位．富山県は25位である。東京都と神奈川県は， 1931 -35年の生命表で

は．それぞれ11位，19位と順位を著しく向上させており．東京都は戦後第 1位を占めるに至

るが， 1980年では第 3位である。神奈川県は 1980年で第 1位を占めている。京都府は 

1954 -56年には第 2 位を占めたが， 1980年では第 8位である。大阪府は， 1970年に14 

位にまで上がったが． 1980 年には如位まで低下した。青森．秋田，岩手の 3県は 1980 年 
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図 5 出生時平均余命の府県順位の変遷 

(1）順位の上昇傾向の強い府県 
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でそれぞれ妬位，41位．鉛位で．戦後を通じて．終始低順位をつづけている。 

1920年代から 1980年までの期間において．多少の不規則さは無視するとして．出生時

平均余命の府県順位の上昇が比較的いちじるしかった17県と，逆に低下が比較的いちじるし

かった18県とについて， 1921 -25年， 1931～防年． 1954 -56年， 1970年， 1980年

の 5時点についての府県順位の変遷をグラフ化したものを図 5(1). (2)に示した。前者の17県

は千葉．埼玉．東京，神奈川．愛知．岐阜．三重．滋賀．京都など大都府県とその隣接諸県． 

北陸 3 県，それに静岡，島根，岡山．広島，香川の諸県である。 

後者の18県は．北海道．青森，岩手，秋田，福島，栃木，茨城，山梨，和歌山，鳥取，山

口，徳島．愛媛，高知，長崎，大分．宮崎．鹿児島の諸県である。 
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死亡率の地域格差とその収縮 

(2) 順位の下向傾向の強い府県 

4 年齢別死亡率の地域差 

(1） 死亡率の年齢パターンの比較 

前節まででは，年齢全体を一括した死亡率の総体的水準で地域差を論じてきた。それらの

地域差を人口学的に詳細に分析する最も基本的な仕事は，年齢別に死亡率の地域比較を行う

ことであろう。その方法には色々あると思われるが．以下では，まず，死亡率の非常に高い

地域と非常に低い地域とを数例とり上げて．それらの地域の死亡年齢パターンを全国のそれ

と比較するという，事例的な簡単な観察を行おう。データとしては 1980年の全国ならびに

地域別生命表による男女別死亡確率 5qTを用いる。 

死亡率の非常に高い地域として．青森県と鹿児島県を，死亡率の非常に低い地域として東

京都区部と長野県とを取り上げよう。前2者は．東日本と西日本との代表として選び，後 2 

者は都市的地域と農村的地域とから選んだものである。 1980年の出生時平均余命は．府県

順位で青森県男47位，女44位，鹿児島県男女とも43位．東京都区部は男が 4位の次に位し， 

女が11位の次に位する。長野県は男3位，女9位である。 
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全国生命表の 5qエ (x 一 0. 5. 	，幼．幽）を100 とする上述各地域の5qT の指数

を男女別に算出した（図6)。青森，鹿児島両県に共通にみられる特徴は，全国水準からの

比率的なずれが，若年齢では大きく，高年齢では小さいということである。このことは．特 

図 6 全国生命表の 5qェを 100 とする青森，長野，鹿児島各県および東京都区部生命表の5qェの指数， 

男女別：1980年 
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にこの両県に限られる特徴ではなくて．ほかの多くの地域についても，多かれ少なかれいえ

ることであると考えられる。それは，年齢別死亡率の府県間の変異を変化係数でくらべてみ

れば分かることで，一般的に若年齢では大きく，高年齢では小さくなる傾向があるのである。 

たとえば． 1980年で，男子の場合． 5qm の変化係数は20.4%もあるのに． 5q75 のそれ

は 4.7 %にすぎないという具合である。 
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死亡率の地域格差とその収縮 

長野県は，比較的農村的な県ではあるが，伝統的に死亡率水準が比較的低い県であること

はすでに述べたとおりである。全国水準と比較して．中年から初老にかけての年齢層で死亡

率の目立って低いことが男女共通にみられる特徴である。若年層では，男子では10歳代の死

亡率が全国水準より目立って低いが，女子では全く反対に．この年齢層の死亡率は全国水準

より高い。 

東京都区部の死亡率は，男女とも，10歳代後半から幻歳代の若年層で全国水準よりも大幅

に低いことと，釦歳代後半以後50歳代までは全国水準とほぼ同じであることが特徴である。 

長野県と東京都区部の出生時平均余命は，互に余り差がないのであるが，死亡率年齢パタ

ンのこの差異は興味深い。 

(2） 年齢別死亡率の府県分布の時代的変化 

たとえば， 1925年と 1980 年という駒年をへだてた 2 つの年次の死亡率の府県分布をく

らべてみると，総体的な死亡率水準では，両年次の間で，府県相関は全くみられない。いま

府県別標準化死亡率（1930年日本全国人口男女年齢構成で標準化）を用いて，相関係数を求め

てみると． 0.027 である。男子についてだけであるが，年齢 5 歳階級別死亡率について府県

相関をたしかめてみると．相関係数は 0-4歳から的～“歳まででは， 0.157 から 0.195 

の間にあって，このどの年齢階級においても相関は全く見出されなし廻相関係数は，しかし 

65 -69歳では 0.296 . 70-74歳では 0.379, 75-79歳では 0.573 と高まってくる。ただし関

歳以上（一括）では 0.386 に落ちる。 

このうち．75 -79歳の死亡率について図7のような相関図をえがいてみると，徳島，長崎

両県を除くと． 1925年と 1980年との間の相関はかなり強く．西日本の老人死亡率が相対

的に低い傾向が両年次に一致して現われている。徳島，長崎両県を除いて相関係数を求める

と，0.573 から 0.7 09 に高まる。このような高年齢では， 1920年代にみられた同年齢層の

府県分布のパタ ンを今日においても．ある程度維持しているということになる。 1980年

の75.-..79歳は 1925年には加～麗歳であった。しかし，この 1925年の加～塾歳と 1980年

の75-79歳の男子死亡率についての府県相関は，相関係数 0.035 で，全く存在しない。コー 

ホート的に持ち続けてきた分布ではない。年齢的要因が強いといえるのであろうか。今後の

研究課題としたい。 

注 ⑩ 厚生省人口問題研究所『都道府県別標準化人口動態率〔昭和 5年全国人口標準〕一大正14年
を中心とする一」 （研究資料第 176 号）,1967 年。 

厚生省人口問題研究所「都道府県別標準化人口動態率〔昭和 5年全国人口標準〕昭和55年』 

（研究資料第 229号〕，1982年。 
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図 7 府県別75-79歳男子死亡率の1925年と1980年との相関
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5 市部・郡部間の死因別死亡率の差異 

渡辺らによる 1965年についての市部郡部別死亡率の比較研究（ 1960 年全国人口で標準

化した死亡率使用Pによると．市部の死亡率は人口千人対 6. 9 ．郡部は 7.4 で．郡部の死亡

率は市部よりも 7 ％ほど高い。しかし死因別にみると．市部の方が死亡率の高いものが若干

見出される。すなわち，糖尿病．全結核．悪性新生物，肝硬変による死亡率は，市部の方が

高い。 

胃腸炎．不慮の事故．自殺などによる死亡率は特に大きな格差をもって郡部が高いが，全

死因における死亡率を郡部において高くしているのに最も影響を与えているのは，格差こそ

低いが死亡率の高い脳血管疾患，脳卒中による死亡であり．不慮の事故による死亡がそれに

続く。 

しかし．上に述べたことは全国レベルでの現象であって，これを府県別に分解してみると， 

いろいろの相違がみられる。全死因では，全国レベルでは郡部の方が死亡率が高いが，46府

県中．15府県では死亡率が市部の方が高い。悪性新生物による死亡率は，全国レベルで市部 

注 囲 渡辺定，他「農村の健康福祉シリーズ」第25巻第1号：1 -46ページ，1972年。 
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の方が高く，市部の方が高い府県数も圧倒的に多く41府県を数える。 

これに対して．脳血管疾患．脳卒中による死亡率は全国レベルでは郡部の方が高いが．郡

部の方が高い府県は幻府県にとどまっている。 

また，7大都市（東京．横浜．名古屋，京都，大阪．神戸．北九州），その他の市および

郡部別に観察した死因別死亡率では．脳卒中，心臓の疾患．肺炎，気管支炎，胃・十二指腸

潰傷．胃腸炎，腎炎・ネフロ ゼ，老衰．不慮の事故，自動車事故による死亡率は 7大都市

が最低であり，これに対して，全結核，悪性新生物，糖尿病，動脈硬化性心臓疾患，高血圧

症，肝硬変は 7大都市において最高を示している。そして全体としては，7大都市以外の都

市の死亡率が地域中最低となっている。 

と め 

本稿で扱った時代は， 1920年代以降であるが，その間の全国平均の死亡率水準の著しい

低下は．同時に府県別データで測った死亡率の地域格差の絶対的ならびに相対的（変化係数

による）縮小を伴った。 

1920年代前半では．都市的地域ほど死亡率が高く．農村的地域ほど死亡率が低いという

相関が，それほど強くないにせよ見出すことができる。この相関を弱くしているのは，農村

的諸県における大きな死亡率格差であって，東日本（北陸を含む）で死亡率高く．西日本で

低いのが特徴的であった。7大都府県を除いた諸県に関しては，第1次産業比率と死亡率水

準との間には全く相関が見られない。 

1930年代前半のデータでは，7大都府県の死亡率の相対的上昇が示され．戦後になると， 

都市的地域ほど死亡率が低く，農村的地域ほど死亡率が高いという．戦前とは逆の相関々係

が次第に成立し定着するに至る。 1970 年についての大都市．中，小都市．町村グループ別

生命表は，その関係をまさによく示している。 
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